





















ぎなかったが，2013 年に入り世論調査における支持率が 10％台に伸張し，2015 年の庶民院総選挙
では得票率ベースで第三党となる 12.6％の票を獲得した（Hawkins et al. 2015；Ipsos-MORI 2017）。
こうした状況を背景として，イギリスの排外主義に関する研究は近年，数多くなされているが，
そこで 1 つの論点となっているのが支持者の社会階層的な特徴である。UKIP に関する代表的な研





たと論じられる（Ford and Goodwin 2014）（1）。しかし，Geoffrey Evans と Jon Mellon は，Ford と
Goodwin がワーキングクラスの支持を過度に強調する一方で，ミドルクラスの支持を等閑視して
いることを批判する。British Election Study の 2014 年データを用いた彼らの分析によれば，例
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えば「下級専門職・管理職」層が UKIP の支持者全体に占める割合は約 20％に及んだ（Evans and 
Mellon 2016：esp. pp.472‐475；Mellon and Evans 2016：p.493）（2）。同様の議論の対立は，のちの EU
レファレンダムにおける離脱支持者の特徴をめぐっても繰り返されており（3），支持者の社会階層的
な特徴は，今日のイギリスにおける排外主義を解き明かすうえで重要な論点となっている。
こうした論争を念頭に，2015 年総選挙の UKIP 支持者に関する調査データを見てみよう。UKIP 支
持率を社会階層別に示すと，ミドルクラスとされる「AB」層で 9％，「C1」層で 11％であったのに対















得などにより社会参加が可能になることで包摂されうる（水島 2006，2012：第 4 章）。つまり，貢献
なく福祉の享受を求める移民に対し，ワークフェア型の福祉国家が排他的であるという点が，以下
の議論との関連で重要である（6）。
（2）　このデータで採用されている NS-SEC（National Statistics Socio-Economic Classification）と呼ばれる階層分類法
の説明については Office for National Statistics（n.d.）を参照。
（3）　具体的には，離脱支持者の特徴について「取り残された人びと」概念を用いて説明する Matthew J. Goodwin 











ようになった。その背景には，2014 年 1 月に実施される，ブルガリアとルーマニア（2007 年 EU 加
盟）の人びとに対する移動の自由の解禁があった。デイヴィッド・キャメロンを首相とする保守・
自民連立政権（以下「キャメロン政権」）は，イギリス市民を対象に進めてきたワークフェア重視の




限（最長 6 か月）の設定，③求職者に対する住宅給付の廃止などが盛り込まれた（Kennedy 2015）。
しかし，キャメロン政権は，EU 移民の福祉制度改革を首尾よく進めることができなかった。な
ぜなら，EU 側の欧州委員会が，国籍に基づく差別的待遇が許されないことを主張し，イギリスの
制度改革に強く反対したからである（e.g. Press Association 2013/2/14）（7）。こうした EU 側の介入
を受け，2013 年 3 月に労働年金大臣のイアン・ダンカン・スミスが，制度改革の先行きが不透明な










（7）　なお，これ以前から EU とイギリスの間では，EU 移民の福祉制度における居住権審査をめぐり対立が生じてい
た。居住権審査とは，移民の福祉受給をコントロールする常居所テストと呼ばれる制度の一部として，すべての EU
移民を対象に 2004 年 5 月に導入されたものであり，経済活動に従事しているか自立的に生計を立てられるかのい
ずれかが，居住権を認定する条件とされた（常居所テストについては Steven Kennedy（2011a），居住権審査につ
いては Kennedy（2011b）を参照）。しかし，欧州委員会は，居住権審査が福祉受給の権利を国籍に基づいて差別す
るものであるため EU 法に違反していると判断し，イギリスに改善を要求した（e.g. Press Association 2010/9/28）。
（8）　以上 2 パラグラフの議論について，詳しくは吉田（2018：とくに第 4 章）を参照。
（9）　National Readership Survey（2014）の月間購読者数データ（プリント版：2013 年 10 月～ 2014 年 9 月期）をも
とに，各紙の購読者に占めるミドルクラス（ABC1）の割合を算出すると，『タイムズ』が 84％，『ガーディアン』が
82％である。
（10）　ここでは新聞記事データベース Lexis Nexis で「移民」「EU」「福祉」という語彙を含む記事を中心に収集し，
そのうえでテーマ的に関連する記事を抽出・分析した。
（11）　具体的に各紙の購読者が 2015 年総選挙で最も支持した政党を見ると，『タイムズ』が保守党で 55％，『ガーディ
アン』が労働党で 62％であった（YouGov 2015：p.3）。
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両紙で見られた議論の特徴は，2 つの観点から整理することができる。第一は，キャメロン政権






























解の手がかりとなる。この点について論じた Robert E. Goodin と Julian Le Grand によると，ミド
ルクラスは福祉国家の広範な受益者であるが，自らが受益者となる（なりうる）制度は支持し，そ
うでない制度は削減を望む（Goodin and Le Grand 1987：p.203）。ブレア労働党がアメリカのクリ
ントン民主党からワークフェアを導入した背景に，ミドルクラスへの訴求力拡大の意図があった
ように（King and Wickham-Jones 1999），ミドルクラスが受益者となりにくい失業関連給付を主
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な対象とするワークフェアは，ミドルクラスの間で支持されやすいと考えられるだろう（12）。実際，
Christopher Deeming は，ワークフェアの原理に対する賛否と社会階層との関係について British 
Social Attitudes Survey のデータをもとに多変量解析を行い，それがミドルクラスの間で強く支













とが明らかにされている（Deeming 2015：p.878, Table 4）。
【記事引用】※引用中の〔カッコ〕内は，本稿著者が加えたものである。以下同。














Julian Le Grand and David Winter（1987）を参照。




 イギリスにおける EU 移民の福祉受給とミドルクラスの排外主義  （吉田公記）
［T1‐2］The Times, 2014/11/12, “Who benefits?”．




















税込みで 3 万 5000 ポンドに及ぶ世帯収入を得られるべきといったことが，福祉の元来の趣旨
でなかったことは間違いない。（…略…）機能する福祉国家とは，自立を促すものである。それ
がベヴァリッジの見識であり，また今日の福祉国家が失敗している試金石なのである。」
［G1‐1］The Guardian（Jonathan Portes），2013/3/7, “The ‘benefit tourism’ crisis isn’t 

















この EU 移民の福祉受給問題の現実性は，『タイムズ』と『ガーディアン』の双方で否定された。 
そこで論拠とされたものの 1 つは，EU 移民の制度的条件である。すなわち，不当に福祉を受給す
る EU 移民が来る可能性は制度上，起こりえないという主張が展開された。これについては，『タ
























（14）　EU 市民の自由移動の原則の簡潔な説明としては，例えば Susanne Kraatz（2019）を参照。
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しかし，そうした事情があるとしても，（事実かどうかというより）認識レベルで見た場合に，ミ
ドルクラスの間で問題の現実性に否定的な見方をする傾向が強かったことは，他の調査結果からも
確認できる。ブルガリア・ルーマニア人の自由移動が始まる直前の 2013 年 12 月に，イギリス入国
後すぐに福祉を受給する移民の割合に関する認識を問う調査が YouGov によって行われたが（15），そ
の結果，割合を 0％から 9％の範囲で回答した人の合計は，ワーキングクラス（C2DE）の 14％に対
してミドルクラス（ABC1）で 27％，また 0％から 15％の範囲で回答した人の合計は，ワーキング




































［G2‐2］The Guardian（Jonathan Portes），2013/3/7, “The ‘benefit tourism’ crisis isn’t 








ズの記事で，イギリスには（全国合計の約 250 万人と比較して）50 万人以上の『失業中』の EU
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かった背景を明らかにしていると言える。実際，2015 年総選挙で UKIP を支持した購読者の割合




されているが，いくつかの研究（e.g. Antonucci et al. 2017；Kurer and Palier 2019）では，ミドル
クラスの下層に位置する人びとを取り巻く社会経済的な状況の変化に焦点が当てられている。例




Palier 2019）。これは，彼らの議論でも言及されているように，Justin Gest らがワーキングクラス
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